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1,305,128千円 

31.9%
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145,000千円

3.5%
繰越金

100,000千円

2.4%

使用料及び手数料
48,588千円 1.2%

その他の自主財源
79,265千円  2.0%

地方交付税
1,200,000千円 

29.3%

国庫支出金
375,924千円 

9.2%

譲与税・交付金等
338,602千円

8.3%

県支出金
274,193千円  6.7%

町債
226,300千円  5.5%

民生費
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34.9%

総務費
630,303千円 

15.4%

土木費
436,954千円 

10.7%

衛生費
372,136千円 

9.1%

教育費
358,945千円 

8.8%

公債費
318,645千円 

7.8%

消防費
272,574千円

6.6%

農林水産業費
121,839千円  3.0%

人件費
1,034,409千円 

25.3%

扶助費
455,307千円 

11.1%

公債費   
318,644千円 

7.8%

普通建設事業費
223,500千円

5.5%

補助費等
856,805千円 

20.9%

物件等
560,471千円 

13.7%

繰出金
601,626千円 

14.7%

その他
42,238千円  1.0%

義務的経費
1,808,360千円 

44.2%

その他経費
2,061,140千円 

50.3%

投資的経費
223,500千円 

5.5%

議会費
71,770千円  1.7%

その他
82,196千円  2.0%

自主財源
1,677,981千円 

41.0%依存財源
2,415,019千円 

59.0%

目的別歳出性質別歳出

歳 入

一
人
あ
た
り

町民１人あたりに使われる金額
町民1人あたりの町税

町　民　税	 49,718円	（43.1%）
固定資産税	 57,879円	（50.2％）
軽自動車税	 3,423円	（3.0％）
町たばこ税	 4,298円	（3.7%）
入　湯　税	 27円	（0.0％）

議　会　費	 6,343円
総　務　費	 55,705円
民　生　費	 126,172円
衛　生　費	 32,889円
労　働　費　	 892円
農林水産業費	 10,768円

商　工　費	 5,752円
土　木　費	 38,617円
消　防　費	 24,090円
教　育　費	 31,723円
公　債　費	 28,161円
そ　の　他	 620円

361,732円
115,345円

　歳
入
に
占
め
る
割
合
は
、
自

主
財
源
が
41
・
０
％
、
依
存
財

源
が
59
・
０
％
と
な
っ
て
い
ま

す
。
歳
入
に
占
め
る
自
主
財
源

の
割
合
が
高
い
ほ
ど
、
町
の
自

主
性
が
高
ま
り
、
財
政
も
安
定

し
ま
す
。

一
般
会
計
歳
出

　歳
出
に
占
め
る
割
合
の
最
も

大
き
い
民
生
費
は
、
14
億
２
，

７
６
３
万
８
千
円
で
、34
・
９
％

と
な
り
ま
し
た
。
前
年
度
と
比

較
し
、
４
，
５
１
０
万
円
、
３
・

３
％
増
加
し
ま
し
た
。
主
な
要

因
は
、
障
害
者
自
立
支
援
給
付

費
事
業
な
ど
の
社
会
福
祉
に
関

す
る
費
用
や
後
期
高
齢
者
の
医

療
費
が
増
え
た
こ
と
に
よ
る
も

の
で
す
。

　次
に
、
総
務
費
は
、
６
億
３
，

０
３
０
万
３
千
円
で
、
全
体
の

15
・
４
％
を
占
め
、
前
年
度
と

比
較
し
て
２
億
３
，
８
０
９
万

９
千
円
、
27
・
４
％
減
少
し
ま

し
た
。
こ
れ
は
、
防
災
行
政
無

線
の
デ
ジ
タ
ル
化
工
事
の
終
了

に
伴
い
、
防
災
施
設
整
備
に
関

す
る
費
用
が
減
っ
た
こ
と
に
よ

る
も
の
で
す
。

　ま
た
、土
木
費
に
つ
い
て
は
、

４
億
３
，６
９
５
万
４
千
円
で
、

前
年
度
と
比
較
し
、
３
，
７
６

４
万
２
千
円
、
７
・
９
％
減
少

し
ま
し
た
。
こ
れ
は
越
生
駅
西

口
整
備
事
業
の
完
了
な
ど
に
よ

る
も
の
で
す
。

　こ
の
ほ
か
、
予
算
額
の
多
い

順
と
し
て
、
衛
生
費
、
教
育
費
、

公
債
費
、
消
防
費
、
農
林
水
産

業
費
、議
会
費
、商
工
費
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　性
質
別
内
訳
を
見
る
と
、「
義

務
的
経
費
」
で
あ
る
人
件
費
、

扶
助
費
、公
債
費
の
合
計
額
は
、

18
億
８
３
６
万
円
と
な
り
、
歳

出
全
体
の
う
ち
44
・
２
％
を
占

め
ま
し
た
。

　普
通
建
設
事
業
費
な
ど
の

「
投
資
的
経
費
」
は
、
２
億
２
，

３
５
０
万
円
で
、
前
年
度
と
比

較
し
て
、
２
億
７
，
７
６
８
万

８
千
円
の
減
額
と
な
り
ま
し

た
。こ
れ
は
歳
出
全
体
の
う
ち
、

５
・
５
％
を
占
め
ま
し
た
。

　町
民
一
人
あ
た
り
に
使
わ
れ

る
予
算
額
は
36
万
１
，
７
３
２

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

財
政
用
語
の
解
説

一
般
会
計
　町
の
会
計
の
中
心
を
な

す
も
の
で
、
行
政
運
営
の
基
本
的

な
経
費
を
網
羅
し
て
計
上
し
た
会

計
で
す
。

特
別
会
計
　特
定
の
歳
入
・
歳
出
を

一
般
の
歳
入
・
歳
出
と
区
別
し
て

個
別
に
処
理
す
る
た
め
に
設
け
ら

れ
た
会
計
で
す
。

自
主
財
源
　町
税
、
使
用
料
及
び
手

数
料
な
ど
、
町
が
自
主
的
に
収
入

と
す
る
こ
と
が
で
き
る
財
源
を
言

い
ま
す
。

依
存
財
源
　地
方
交
付
税
、
国
・
県

支
出
金
、
町
債
な
ど
、
国
や
県
な

ど
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
額
が
交
付

さ
れ
た
り
、
割
り
当
て
ら
れ
た
り

す
る
収
入
を
言
い
ま
す
。

目
的
別
分
類
　支
出
の
行
政
目
的
を

基
準
と
し
て
分
類
し
た
も
の
で
、

町
の
行
政
目
的
別
の
予
算
の
比
重

を
知
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

性
質
別
分
類
　支
出
の
経
済
的
性
質

を
基
準
と
し
て
分
類
し
た
も
の

で
、
財
政
の
健
全
性
や
弾
力
性
を

知
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

義
務
的
経
費
　人
件
費
、
扶
助
費
及

び
公
債
費
な
ど
の
よ
う
に
、
支
出

が
義
務
づ
け
ら
れ
、
任
意
に
削
減

し
に
く
い
経
費
を
言
い
ま
す
。

投
資
的
経
費
　普
通
建
設
事
業
費
や

災
害
復
旧
費
の
よ
う
に
、
支
出
の

効
果
が
資
本
形
成
に
向
け
ら
れ
、

施
設
等
が
ス
ト
ッ
ク
と
し
て
将
来

に
残
る
も
の
に
支
出
さ
れ
る
経
費

を
言
い
ま
す
。
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目的別歳出性質別歳出

歳 入

　令
和
３
年
第
一
回
定
例
議
会

が
３
月
９
日
に
開
か
れ
、
令
和

３
年
度
の
当
初
予
算
が
可
決
さ

れ
ま
し
た
。
一
般
会
計
予
算
額

は
、
40
億
９
，
３
０
０
万
円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
１
億

８
，
７
０
０
万
円
、
４
・
４
％

の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。
一
般

会
計
を
除
く
５
つ
の
特
別
会
計

の
合
計
は
、
29
億
５
，
４
０
０

万
９
千
円
と
な
り
、
公
営
企
業

と
な
る
水
道
事
業
会
計
の
予
算

額
は
、
４
億
１
４
６
万
６
千
円

と
な
り
ま
し
た
。

　こ
こ
で
は
、
一
般
会
計
を
中

心
に
そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し

ま
す
。

一
般
会
計
歳
入

　町
が
単
独
で
確
保
で
き
る
町

税
な
ど
の
「
自
主
財
源
」
は
、

16
億
７
，
７
９
８
万
１
千
円
と

な
り
ま
し
た
。
前
年
度
と
比
較

す
る
と

　２
，
３
０
８
万
６
千

円
増
加
し
て
い
ま
す
。

　ま
た
、
地
方
交
付
税
、
国
・

県
支
出
金
、
町
債
な
ど
の
「
依

存
財
源
」
は
、
24
億
１
，
５
０

１
万
９
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

事
業
の
終
了
に
伴
い
町
債
が

減
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
前
年
度

と
比
較
し
て
２
億
１
，
０
０
８

万
６
千
円
減
少
し
て
い
ま
す
。

特
別
会
計
の
予
算

　

会　　計　　名 令和３年度 令和２年度 増減額 増減率

特
別
会
計

公 平 委 員 会 287 287 0 0.0 %
農 業 集 落 排 水 事 業 25,700 34,680 △ 8,980 △ 25.9 %
国 民 健 康 保 険 1,555,000 1,327,180 227,820 17.2 %
介 護 保 険 事 業 1,205,222 1,099,146 106,076 9.7 %
後 期 高 齢 者 医 療 167,800 165,400 2,400 1.5 %

計 2,954,009 2,626,693 327,316 12.5 %
水
道
事
業
会
計

収 益 的 収 入 305,891 307,639 △ 1,748 △ 0.6 %
収 益 的 支 出 300,806 303,898 △ 3,092 △ 1.0 %
資 本 的 収 入 400 3,194 △ 2,794 △ 87.5 %
資 本 的 支 出 100,660 106,221 △ 5,561 △ 5.2 %

令和3年度

予算
一般会計予算額

40億9,300万円

（単位：千円）

※�水道事業会計にお
いて、資本的収入
額が資本的支出額
に対して不足する
額100,260千円は、
過年度損益勘定留
保資金で補てんし
ます。
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